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はじめに 

 1. 背景及び目的 

 

 第５世代移動通信システム（５Ｇ）は、超高速・超低遅延・多数同時接続といった特長を有し

ており、我が国の経済成長に不可欠な Society 5.0 を支える基幹インフラとして、様々な産業

分野での活用が期待されています。 

 

 ５Ｇの中でも、令和元年 12 月 24 日に制度化されたローカル５Ｇは、企業や自治体等の様々な

主体が自らの建物や敷地内で柔軟にネットワークを構築できることから、様々な分野における

課題の解決や新たな価値の創造への活用デジタルトランスフォーメーションの推進等にも寄与

することが期待されています。 

 

 全国の様々な業界・団体でローカル５Ｇへの期待や導入希望が高まる中、ローカル５Ｇシステ

ム構築に係る設備の低廉化は市場原理に基づき進むものの、中小企業等をはじめとする民間企

業や自治体等の各団体が個別で導入するには依然、導入・運用のための費用等が課題になって

おり、これらの状況の打破に向けては、ローカル５Ｇシステムの異ベンダー組合せによる柔軟

な機器構成の実現（以下、「相互接続」）とローカル５Ｇ交換設備を共用できる仕組みの確立

（以下、「コア共用」）が望まれます。 

 

 このような仕組みは、同一ユーザ内の他、産業集積エリアなど、複数の異なるユーザ間や、特

定の業種においてサプライチェーンを構成する企業グループ間で、共用形態を運用するなど、

柔軟なネットワークを実現し、ローカル５Ｇの最適な活用に寄与すると考えられます。 
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はじめに 

 2. 本技術的手引の位置づけ・意義 

 

 相互接続を実現するには、ローカル５Ｇの無線設備を運用する上での課題やそのノウハウを導

入検討事業主体が取り入れ、システム構築をしやすい環境を整備することが肝要です。 

 

 標準化等が進み 3GPP に準拠した製品間での相互接続が期待されますが、国際標準規格に準拠し

た機器同士であっても、相互接続が不能となる、あるいは接続が安定しないといった組み合わ

せが存在することが確認されています。このように、現時点では異なるベンダーを組み合わせ

たローカル５Ｇシステムの構築には難しさが伴います。 

 

 一方で、今後、ローカル５Ｇのネットワーク・システムの構成や利用形態が多様化していくこ

とが見込まれる中、柔軟性、拡張性の高いネットワークの実現、また中小企業等や自治体等

様々な主体によるローカル５Ｇの有効な活用の実現に向け、相互接続モデルは有効であります。 

 

 企業の実情等に応じた柔軟なシステム構成を実現することで、ローカル５Ｇ導入を検討する企

業等の導入障壁を軽減すること、及び導入する企業等を支援する SIer等の技術面での負担を軽

減することが望まれます。 

 

 上記の点から、本技術的手引は、異なるベンダー間の相互接続の実現に向けて、今後ローカル

５Ｇシステムの導入を検討する企業やそれを支援するSIer 向けに参照頂くことを目的としてい

ます。 

 

 なお、異なるユーザ間の相互接続のうち、交換設備（コアネットワーク）等の共用実現のため

の設備面・技術面・運用面に係る手引については「ローカル５Ｇ交換設備等共用のための技術

的手引」を参照ください。 
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はじめに 

 3. 各章の概要 

 

本技術的手引は 2部構成となっており、第 1部はローカル５Ｇ導入を検討するユーザ企業等向

けの手引、第 2部はユーザ企業等を支援する SIer 等向けの手引となります。それぞれの概要は、

以下のとおりです。 

 

 

第１部：ローカル５Ｇ導入を検討するユーザ企業等に向けた手引 

   企業の実情に応じた柔軟なシステム構成を実現することでローカル５Ｇ導入を検討するユーザ

企業の導入障壁を軽減することを目的として、相互接続の必要性、意義、効果、留意事項等につ

いて説明します。各章の概要は以下のとおりです。 

 

 第 1章「ローカル５Ｇの動向と相互接続」では、ローカル５Ｇの特長、ローカル５Ｇネ

ットワークを構成する各要素や各要素間のインターフェース、国際標準化動向との関係

等について説明します。 

 第 2章「相互接続の効果について」では、相互接続の定義及び目的と狙い、および相互

接続の具体的な効果等について説明します。 

 

 

第２部：ユーザ企業等を支援する SIer 等に向けた手引 

   ローカル５Ｇの導入企業等を支援する SIer 等の技術面での負担を軽減することを目的として、

具体的に相互接続を行う場合の技術的な要件等について説明します。各章の概要は以下のとおり

です。 

 

 第 3章「対象とするインターフェース」では、本技術的手引の対象となるインターフェ

ースについて説明します。 

 第 4章「相互接続に必要なパラメータ・環境」では、それぞれのインターフェースで設

定すべきパラメータや通信の要件等について説明します。 

 第 5章「相互接続時の検証項目」では、相互接続が正常に行われ、期待される性能が発

揮されていることを確認するための有効な検証項目について説明します。 

 第 6章「相互接続検証結果」では、異ベンダー間の相互接続検証を行った結果について

説明します。 

 第 7章「相互接続不良時の対応・各種運用規定」では、相互接続が不可となった場合の

対応例、最適な運用体制について説明します。 
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第 1章 ローカル５Ｇの動向と相互接続 

1. ローカル５Ｇの整備・運用の特徴、公衆網との違い 

 

 ローカル５Ｇは、企業や自治体等の様々な主体が自らの建物や敷地内で柔軟にネットワークを

構築できることから、様々な分野における課題の解決や新たな価値の創造への活用・デジタル

トランスフォーメーションの推進等にも寄与することが期待されています。ローカル５Ｇは、

28GHz 帯（ミリ波）に加えて 4.6GHz-4.9GHz 帯（Sub6）においても利用が可能となる等、ロー

カル５Ｇの導入・利活用が更に活発化していくことが見込まれています。 

 

 ローカル５Ｇは、自らの建物や敷地内で、柔軟にネットワークを構築できる５Ｇネットワーク

です。特に、高速・大容量、低遅延、多数同時接続といった５Ｇの特徴を活かし、高精細映像

を活用したソリューション（リアルタイム映像伝送による遠隔監視・巡視点検、遠隔作業支

援・指導、AIによる画像解析）やモビリティの遠隔制御等で活用が期待されています。 

 

 ローカル５Ｇは、キャリア網と比較して、規模を確保し経済合理性を高めることが期待できな

いため、普及展開に向けては、需要と供給のバランスが成立するモデルを先行的に打ち出して

いくことが肝要です。 

 

 キャリア５Ｇでは、携帯電話事業者がエリア整備を行いますが、ローカル５Ｇでは、建物や土

地の所有者または、所有者より依頼を受けた者が、独自に５Ｇ環境を構築することができま

す。したがって、実現したい時期や、ユースケース・要件等にあわせて、柔軟にネットワーク

を構築できます。 

表 1-1-1 キャリア５Ｇとローカル５Ｇの比較 

 

 ローカル５Ｇの特長の 1つに、準同期 TDD 方式での運用があります。これは、キャリア５Ｇな

どの同期運用しているシステムと基本的な無線通信のタイミングを揃えつつ、同期システムが

ダウンリンク通信に使用している時間帯の一部をアップリンク通信に使用することで、同期運

用への影響を最小限に抑えてアップリンク通信の割合を増やす方式です。アップリンク通信の

割合を増やすことは、アップリンク通信の速度が増すことにつながります。これにより、ロー

カル５Ｇでは、より多様なユースケースに対応できることが期待されています。 

 

 ローカル５Ｇには、大手通信機器ベンダー等による垂直統合（以下「垂直統合」：１つのベン

ダー等がネットワーク装置の各機能をすべて提供するケース）と、マルチベンダーによる相互
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接続（以下「相互接続：複数のベンダー等がネットワーク装置の各機能をそれぞれ提供するケ

ース）の 2つのケースがあります。垂直統合は、接続が保証された機器をシステムもしくはサ

ービスとしてベンダー等から提供を受けるものです。これに対し相互接続は、ユーザ企業がユ

ースケースや要件に合わせてカスタマイズする必要がありますが、より柔軟かつ拡張性の高い

ネットワークを構築することができます。 

 

 本章では、ローカル５Ｇの導入企業等が、相互接続でローカル５Ｇネットワークを構築するに

あたって、把握しておくとよい事項等について説明します。 

 

表 1-1-2 ローカル５Ｇの提供形態例 
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第 1章 ローカル５Ｇの動向と相互接続 

2. 異ベンダーの機器毎の性能特性、ユーザニーズ・要件に応じた構築の重要性 

  

５Ｇ／ローカル５Ｇの製品は、多様なベンダーが独自の技術等で製品の差別化を図っているこ

とから機器毎に特徴がありますが、留意しなければならない点として以下が挙げられます。 

 

 ５Ｇは製品によって性能が異なる 

 ５Ｇは、高速大容量、低遅延、多数同時接続を満たす移動体通信システムとして、性能要件が

グローバル標準として定められています。具体的には、携帯電話システムの国際標準団体であ

る３GPP1が、ITU-R（国際電気通信連合 無線通信部門）が定める５Ｇの技術性能要件を満たす

ための技術仕様について標準化を実施しています。 

 世界中のベンダー等がこの標準化された性能要件を満たす５Ｇ機器を開発・生産しています。

しかしながら、５Ｇ製品の市場への投入にあたっては、3GPP 標準を待つ必要はなく、各ベンダ

ーが独自の規格で製品を開発し、それを売り出すこともあります。3GPP の標準化に沿う場合は、

仕様策定後に技術検証等を経て、一般的に 1～2 年後に製品が市場へ投入されます。どの時点

(リリース)の仕様に沿うかによって、製品の性能も異なるため、同じ５Ｇ製品でも規格が異な

るものが併存している状態になります。 

 また、重要なのは、3GPP が国際標準化した規格であっても、企業独自の規格であっても、ITU-

R が定める５Ｇの技術性能要件（高速大容量・超低遅延・多数同時接続のいずれか）を満たし

ていれば「５Ｇ」と呼ばれる点です。そのため、５Ｇであっても、異なる規格や性能を具備し

た機器が存在します。こうしたベンダーの製品化方針や技術力の違い等に起因して、実際には

ベンダーや製品ごとに性能は大きく異なります。 

 

 異なる５Ｇは製品同士がつながらない場合がある 

 上述した国際標準においては、異なるベンダーの製品間で相互運用を可能とするための統一規

格として、機器間で通信を確立するためのインターフェースが標準化されています。そのため、

５Ｇ技術を具備したローカル５Ｇシステムを構成する各機器については、異なるベンダー間で

おいても相互に接続利用できる仕様となっています。これにより、ユーザ企業や SIer（システ

ムインテグレータ）等はそれぞれの要件に適した性能の機器を組み合わせてローカル５Ｇシス

テムを構築することが可能となります。 

 しかしながら、国際標準規格に準拠した機器同士であっても、相互接続が不能となる、あるい

は接続が安定しないといった組み合わせが存在することが確認されています。このように、現

時点では異なるベンダーを組み合わせたローカル５Ｇシステムの構築にはリスクが伴います。

これにより、ローカル５Ｇ機器は結果的にベンダーロックインの構図となっているのが実情で

す。 

 ユーザの所要性能や予算に応じた最適なローカル５Ｇ環境を導入するためには、コア設備や基

地局等を異なるベンダーから選定できることが極めて重要です。そのため、ユーザ企業から機

器の標準化やマルチベンダー環境の構築に対する期待が高まっています。 

 
1 3rd Generation Partnership Project の略。移動体通信システムの仕様の規格策定を行う国際的な標準化団体であ

り、３Ｇの規格策定以降、４Ｇ(LTE)、５Ｇの標準化も行っています。 
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第 1章 ローカル５Ｇの動向と相互接続 

3. ローカル５Ｇネットワークを構成する各要素の定義 

 

 ローカル５Ｇのネットワークは下表の通り、コアネットワーク、基地局、端末の３つの要素に

分けることができます。 

 

 コアネットワークとは、交換機及び加入者情報管理装置などで構成されるネットワークの総称

です。基地局及び端末を収容する装置として、ユーザセッションの確立やユーザデータの転送

処理などを行います。 

 

 基地局は、その役割によって３つに分けることができます。 

・CU：主にデータ処理を行います。 

・DU：主に無線信号処理を行います。 

・RU：送受信されるデジタル信号の無線周波数変換や電力の増幅を担います。 

 

 端末は、ローカル５Ｇと直接通信を行う専用端末（ルータ等）です。 

 

表 1-3-1 ローカル５Ｇネットワークの通信機器の概要と接続イメージ 

 

  

分類 名称 説明 接続イメージ 

コアネットワーク 5GC 5th Generation Core network の略。 

UE 認証・制御処理やユーザデータのルーティング

（通信経路設定）等の基幹統制を行う設備 

 

基地局 CU/DU CU：Central Unit、DU：Distributed Unit の略。 

無線信号処理機能。無線アクセスネットワークにお

ける集約ノード機能（CU）と分散ノード機能（DU）。 

RU Radio Unit の略。 

無線装置（無線送受信機） 

端末 UE User Equipment の略。 

ローカル５Ｇと直接通信を行う専用端末。 
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第 1章 ローカル５Ｇの動向と相互接続 

4. 各要素間のインターフェースの定義 

 

 本技術的手引では、コアネットワーク・基地局間、基地局・端末間を、対象のインターフェー

スとしています。これは、基地局・端末間が最もニーズがあり、かつ実現性の高いインターフ

ェースであるためです。その次に期待されているのがコアネットワーク・基地局間です。これ

は、様々なタイプの端末や基地局を、ユースケースや要件によって使い分けたいというニーズ

に基づくものです。 

 

 ローカル５Ｇシステムは、「図 1-4-1 インターフェースの整理」に記載する 14 の要素によっ

て分類可能であり、各要素は主に 7つのインターフェースによって接続されます。早期環境整

備の点からは、SIMの認証、ユーザ情報の整理・運用を担うコア、無線部の制御を行い、通信

性能の要となる基地局、そしてユーザとのインターフェースを取り持つ端末という 3つの機器

において、異ベンダー間の相互接続を整備することで、各企業、SIer 等はそれぞれの要件に適

したベンダーの機器を用いてローカル５Ｇシステムを構築することが可能となります。 

 

 図 1-4-1 に赤枠で示している部分が、本技術的手引の主な対象となります。 

 

 

図 1-4-1 インターフェースの整理 
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第 1章 ローカル５Ｇの動向と相互接続 

5. 3GPP/O-RAN などの標準化動向の概要 

 

５Ｇに係る標準化の動向と前項で説明したネットワーク要素やインターフェースとの対応関係

について概説します。 

 

① ５Ｇの標準化の特徴 

 移動体システムの標準化においては、周波数、無線技術、通信手順や信号インターフェースな

どを統一化する取組みが行われています。５Ｇにおいては基地局をはじめとするネットワーク

の構成等について、４Ｇから大きく進化させるために標準化がなされています。 

 

 ４Ｇでは、基地局は「電波を制御する装置(RRH)」と「信号を処理する装置(BBU)」に物理的に

分けた構成となっており、その間の通信路を規定するインターフェース(CPRI)が規定されてい

ました。しかしながら同インターフェースが十分に標準化されていなかったことから、各ベン

ダーが独自に規定していました。そのため、異なるベンダーが提供する RRH や BBU を相互に接

続することが困難でした。また、CRPI はアンテナの数に比例して必要帯域が増加するという特

性があったため、４Ｇと比較してアンテナの数が大幅に増加する５Ｇでは対処が難しいという

課題が生じました。 

 

 このような背景の下、５Ｇでは国際標準化機関3GPP において大幅な見直しが行われ、伝送速度

や遅延時間等に係る要件を満たすために工夫がなされました。具体的には、BBU の機能を DU と

CU に配置し、RRH の機能を RU に配置する構成へ変更されました。つまり、RRH/BBU の 2 段構成

から、RU/DU/CU の 3 段構成へ、配置と機能の分離へ再定義されました。 

 

 上記のネットワークを構成する要素の分離をどこで実施するかについては、分離する位置で処

理する通信容量とその複雑性のトレードオフの関係にあります。RU では電波というアナログ信

号とデジタル信号を変換する機能を備えるため技術が複雑化します。他方で、CU や DU はアン

テナなど末端の装置を束ねている上位の装置では処理する通信容量は大きい一方で、処理する

ための技術は末端に比べると容易になります。特に CUについては、必要となる処理能力は比較

的軽く、仮想化技術を使った汎用サーバ上で十分な性能を発揮することが可能ですが、DU では

５Ｇのアンテナ技術である MIMO の信号分離演算や復号演算の処理が大規模になると言われてい

ます。そのため、CU 寄りで分離する方が複雑性を軽減でき、異なるベンダーの機器を相互接続

しやすくなる特徴を有しています。 

  



13 

   
 

図 1-5-1 ５Ｇの基地局に係る標準化 

② O-RAN におけるオープン標準 

 上述の５Ｇの標準規定に基づき、DU と CU の間のインターフェースについて、グローバルの業

界団体 Open RAN Alliance(O-RAN)において規定されています。O-RAN は、2018 年 2 月に NTT ド

コモを含む世界の携帯電話会社 5社によって設立された団体です。 

 O-RAN では、世界各国における移動体のトラヒックの増加に伴い、携帯電話網とそれを構成す

る装置に関しては、ソフトウェアによる機能の実現、仮想化、柔軟性、インテリジェント、省

エネルギ－などの要素がより強く求められてきており、O-RAN Alliance では無線アクセスネッ

トワーク（RAN）
2
についてオープンで標準化されたインターフェースや AI 技術等を活用するこ

とでインテリジェントなものに進化することを目的とした活動です。 

 世界の主要な携帯電話事業者が O-RAN で規定されたインターフェースを採用していくことを宣

言しています。これにより、５Ｇを構成するネットワークの標準化やマルチベンダー環境が整

いつつあります。 

 

図 1-4-2 O-RAN の概要 

 このように、４Ｇまでは各ベンダーが独自のインターフェースを規定していたことから、RAN 

は 1つのベンダーに閉じることが通例でした。５Ｇにおいてはインターフェースの標準化と O-

RAN におけるベンダー独自の設定を排除した規定により、仮想化技術の活用とともに「マルチ

ベンダー」による構成が可能となり、ネットワークのオープン化が進展しています。 

 
2 コア装置と端末の間に位置する基地局などで構成される領域を指します 

← RU 側 CU 側 → 

５G 

(Cloud-RAN) 

～４G 
(D-RAN,C-RAN) 

 

基地局 

RF 
TRx 

Low 
PHY 
layer 

High 
PHY 
layer 

High 
MAC 
layer 

Low 
RLC 
layer 

High 
RLC 
layer 

PDCP 
layer 

RRH BBU EPC 

RU 

RU 

DU 

DU/CU 

DU/CU 

CU 

NGC 

Low 
MAC 
layer 

CU 

A
N

T 

vendor A 

vendor B 

vendor C 

vendor D 

RU CU/DU 

異なる複数のベンダー機器を相互接続できる 

vendor A 

vendor B 

vendor A 

vendor B 

RU CU/DU 

同じベンダー機器同士でしか接続できない 

クローズドネットワーク オープン RAN 

*EPC:Evolved Packet Core *NGC:Next Generation Core 



14 

第 1章 ローカル５Ｇの動向と相互接続 

6. 相互接続にあたってのユーザとしての留意点 

 

 相互接続を行う場合には、導入コスト（機器費等）だけでなく、相互接続に係る検証・システ

ムインテグレーションや、運用体制も考慮しておく必要があります。 

 

 相互接続に係る検証・システムインテグレーションとして、費用や期間を考慮しておく必要が

あります。各機器間の検証テストを、毎回 1から行うとなると、相応の費用・期間を要してし

まいますが、参照すべきパラメータや接続実績を公開することで、効率化が図れると考えら

れ、本技術的手引（主に第 2部）の狙いでもあります。 

 

 接続不良やシステム異常発生時の運用体制について、異なるベンダー間の相互接続を行った際

には原因と考えられるベンダーが複数存在することになります。適切なベンダーに問い合わせ

をするために、ユーザ企業またはユーザ企業を支援する SIer にて一時切り分けを実施する必

要があります。その際の一般的な切り分け手法について本技術手引き（第 2部）に記載いたし

ます。 

 

表 1-6-1 相互接続における主な留意事項 
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第 2章 相互接続の効果について 

1. 相互接続の概要および狙い 

 

 ローカル５Ｇの今後の展開と相互接続 

 ローカル５Ｇは、多様な分野・業態においてユースケースの具現化が進んでおり、今後は屋内

に加え屋外利用、同一ユーザによる複数拠点でのシームレスな利用、災害時に強いインフラと

しての活用など利便性や強靭性等を追求した様々なユーザニーズを起点としてユースケースが

拡大していくことが想定されます。これに伴い、ローカル５Ｇのネットワーク・システムの構

成や利用形態は多様化していくことが予想されます。 

 全国の様々な業界・団体でローカル５Ｇへの期待や導入希望が高まる中、ローカル５Ｇシステ

ム構築に係る設備の低廉化は市場原理に基づき進むものの、中小企業等をはじめとする民間企

業や自治体等の各団体が個別で導入するには依然、導入・運用のための費用等が課題になって

おり、これらの状況の打破に向けては、ローカル５Ｇシステムの異ベンダー組合せによる柔軟

な機器構成の実現（相互接続）することで、ローカル５Ｇの導入にあたって多様な選択肢を用

意することが肝要です。 

 

 相互接続の目的・狙いとは 

 ローカル５Ｇは、2019 年に制度化されて以降、工場、プラント、鉄道、農業など、様々な産業

において実証事業が進められ、大企業等において商用化事例も増えてきました。一方で、現状

は、垂直統合モデルが大多数を占めています。今後、ローカル５Ｇのネットワーク・システム

の構成や利用形態が多様化していくことが見込まれる中、柔軟性、拡張性の高いネットワーク

の実現に向け、相互接続モデルは有効です。また、相互接続モデルによって、さらに導入コス

トの低廉化が進めば、中小企業等や自治体等様々な主体が活用できるようになります。 

 

 RAN オープン化等のグローバル潮流 

 ローカル５Ｇの仕様は、3GPP 等の標準化団体において標準化されています。3GPP での標準化

は、各国及び各ベンダー間の仕様の指標となっており、3GPP に準拠した製品間での相互接続が

今後期待されています。これまでの４Ｇと異なり、ネットワークの機能がきめ細かく分かれた

ことも５Ｇの特徴です。これにより、相互接続が行いやすくなりました。 

 通信事業者のネットワークにおいて、相互接続の実現に向けたオープン化の取組みが進んでい

ます。2018 年に、無線アクセスネットワークのオープン化やインテリジェント化を目的とした

業界団体「O-RAN ALLIANCE」が設立されており、2023 年 2 月時点で、世界各国の通信事業者・

ベンダー計 300 社以上がメンバーとなっています。この O-RAN に準拠した基地局製品も市場に

出てきています。 

 海外では、Microsoft や AWS 等のクラウドベンダーによって、クラウド型のコアネットワーク

に、基地局を接続する提供モデルが出てきています。このような事例からも、相互接続への期

待が高まり実現が近づいていると言えます。 

 ローカル５Ｇにおいては、現状は垂直統合が中心ですが、O-RAN の仕組みを活かして相互接続

に取り組む基盤が整ってきています。 
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第 2章 相互接続の効果について 

2. 相互接続の具体的な効果 

 

 相互接続を行うことによる具体的な効果として、性能面、運用面、経済面の 3 点があります。 

 

 性能面の効果は、柔軟性の高いネットワークが構築できるという点です。ローカル５Ｇは、

様々な産業での活用が期待されていることから、それぞれの環境やユースケースに合わせた機

器選定・ネットワーク構築が必要になります。一例ですが、農業での利用では、基地局を屋外

の厳しい環境に設置することがあります。こういった場合には、耐環境性を備えた基地局を選

定する必要があります。また、設置スペースや電源が限られる場合には、各機能を一体型とし

た基地局を選定することも可能です。自動運転や工場の製造機器に関わるようなミッションク

リティカルなシステムにおいては、より低遅延性の高い製品選定、ネットワーク構築が必要に

なります。 

 

 運用面の効果は、拡張性の高いネットワークが構築できるという点です。ローカル５Ｇに限ら

ず、システムにおいては将来の拡張を考慮することが肝要です。ローカル５Ｇは、Wi-Fi と比

較してカバーエリアが広いため、少ない基地局の台数で、広いエリアをカバーすることができ

ます。つまり、ローカル５Ｇを通信インフラとして、複数のソリューションを利用することも

できるため新たなユースケースや要件が増えた際には、追加の製品を既存設備と接続するよう

な拡張性が高い相互接続は有効であると言えます。 

 

 経済面の効果は、導入コストの低廉化を実現できるという点です。ユースケースや要件に応じ

たスペックの製品を選定することで無駄なコストを生まず導入コストの低廉化につなげること

ができます。 

 

 

図 2-2-1 相互接続の 3つの効果 
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第 2章 相互接続の効果について 

3. 相互接続を有効活用できるケース例 

 

 相互接続が有効活用されるケースとしては、2つのケースに大別されます。 

ケース１：他社製の基地局等を追加で導入するケース 

ケース２：他のローカル５Ｇシステムと接続するケース 

 

 ケース１は、主にローカル５Ｇソリューションを利用する企業等、ケース２は主にローカル５

Ｇを活用したソリューションをサービス提供する企業等がターゲットとして想定されます。そ

れぞれのイメージを図 2-3-1 に示します。 

 

 今後、ローカル５Ｇのネットワーク・システムの構成や利用形態が多様化していく中で、これ

ら以外のケースが増えていくことも想定されます。一例としては、５Ｇのインフラシェアリン

グが普及した際に、他のローカル５Ｇシステムや、携帯電話事業者が提供するキャリア５Ｇと

の接続等、相互接続の重要性が問われる運用が増えていくことが考えられます。 

 

 将来的には、通信の需要が爆発的に増えていく中で、セキュリティの重要性や、通信の安定性

といった観点で、プライベートネットワークが注目される流れにあります。特定のエリアにお

ける通信手段として、ローカル５Ｇが一般的になってきた際には、今まで以上に、相互接続の

重要性が問われる運用が増えていくことも想定されます。 

 

図 2-3-1 相互接続を有効活用できるケース例 
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第 2章 相互接続の効果について 

4. それぞれの効果における、直接・間接、短期・中長期の整理 

 

 ローカル５Ｇは、通信事業者が提供する通信サービスとは異なり、ユーザ企業が構築するネッ

トワークです。しかしながら、ユーザ企業が普段使用するような ITシステムとは異なる印象

を持たれているのが現状です。このような状況から、SIer やベンダー等によるエリア構築等に

係るコンサルティングサービス、保守・運用サービスが活用されています。 

 

 将来像として、他の ITシステムと同様にユーザ企業の IT 担当者がトレーニングを受けて設定

や運用ができるようになることが目指すべき姿です。 

 

 現状は、垂直統合モデルが大多数を占めていますが、相互接続モデルの事例が増加するにした

がって、技術面・運用面の向上が進んでいくことが想定されます。同時に、様々なベンダーの

参入が期待でき、市場拡大に伴って導入コストの低廉化が見込まれます。 

 

 このように、ステークホルダーを巻き込んだ、好循環が生まれることが期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-1 将来像のイメージ図 

 

  

ユーザによる運用が容易に 

（IT システムのような運用性） 

技術面・運用面の向上 

時間軸 

利便性 

様々なベンダーの参入が期待できる 

→市場拡大、導入コストの低廉化 

相互接続事例の増加 
柔軟かつ拡張性の高いネットワーク

が構築できる 

IT システムとの統合 

（監視・管理機能等） 

業界全体での 

無線エンジニアの育成 
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第 3章 対象とするインターフェース 

1. 本手引書の検討対象とその理由 

 

本手引書では、相互接続において考慮が必要な事項やパラメータについて、検証結果に基づい

てご説明します。 

本手引書の検証内容の詳細については「ローカル５Ｇの交換設備の接続・共用の在り方に関す

る調査研究の請負」の報告書（令和 3年度/令和 4年度）を参照ください。 

 

 ローカル５Ｇシステムを導入する際、ユーザ個別の所要性能や予算に応じたローカル５Ｇ機器

の導入ニーズが生じることが想定されます。今後ローカル５Ｇのさらなる普及を見据えると、

異ベンダーでの構成でシステムを正常に稼働させることが求められます。 

 

 異ベンダー機器間接続によるシステム構成が将来的に普及していくためには、相互接続が実現

されたパターン数を増やしていくと共に、パターン毎の伝送性能を整理することが必要です。

今般、コア 2 台、基地局 3台、端末 6台を用いて計 35 の組み合わせで相互接続検証を実施し、

相互接続が不可となるパターンについて必要な対処を確認し、相互接続のために考慮が必要な

パラメータの整理を行いました。 

 

 基地局に関しては O-RAN（Open-RAN Alliance）に準拠した製品と未準拠の製品それぞれを用意

し、相互接続実現に対して O-RAN の関連性についての検証を実施しました。 

・O-RAN Split Option7.2 準拠：2機種 

・O-RAN 未準拠：1機種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1 マルチベンダー構成での相互接続検証 

 

 

 

【5GC】2製品（A社、B社） 

【基地局】3製品（B社、C 社、D 社） 

【端末】6製品（A社、B社、E社、F社、G社、H社） 
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 計 35の相互接続の組み合わせパターンについて、表 3-1-1 に示します。 

 

表 3-1-1 計 35 の相互接続の組み合わせパターン 

1 A 社 D 社 A 社 

2 A 社 D 社 F 社 

3 A 社 D 社 E 社 

4 A 社 D 社 G 社 

5 A 社 D 社 B 社 

6 A 社 D 社 H 社 

7 A 社 C 社 A 社 

8 A 社 C 社 F 社 

9 A 社 C 社 E 社 

10 A 社 C 社 G 社 

11 A 社 C 社 B 社 

12 A 社 C 社 H 社 

13 A 社 B 社 A 社 

14 A 社 B 社 E 社 

15 A 社 B 社 G 社 

16 A 社 B 社 F 社 

17 A 社 B 社 B 社 

18 A 社 B 社 H 社 

19 B 社 D 社 A 社 

20 B 社 D 社 E 社 

21 B 社 D 社 G 社 

22 B 社 D 社 F 社 

23 B 社 D 社 B 社 

24 B 社 D 社 H 社 

25 B 社 C 社 A 社 

26 B 社 C 社 E 社 

27 B 社 C 社 G 社 

28 B 社 C 社 F 社 

29 B 社 C 社 B 社 

30 B 社 C 社 H 社 

31 B 社 B 社 A 社 

32 B 社 B 社 E 社 

33 B 社 B 社 G 社 

34 B 社 B 社 F 社 

35 B 社 B 社 H 社 

             

 

  

パターン 

No. 
コア 基地局 端末 
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第 3章 対象とするインターフェース 

2. 検討対象のインターフェースの詳細説明 

 

 ローカル５Ｇネットワークを構成する各要素の定義 

 ５Ｇでは、コアネットワーク・基地局・端末と大きく３つの要素に分けることができます。コ

アネットワーク（コア）とは、交換機及び加入者情報管理装置などで構成されるネットワーク

の総称です。コアに基地局が接続しており、さらに基地局に端末が接続する多段構成となって

います。 

 

 3GPP の標準化仕様との関係性 

 なお、本技術的手引においては、3GPP における規格として、TS23.501 Figure 4.2.3-1 5G 

system architecture を参照して、整理しています。 

 

 
 

図 3-2-1 ５Ｇのネットワークの構成 

 
 
 次ページに掲載する表 3-2-1 において、これらの各要素の概要を説明します。 
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表 3-2-1 ５Ｇのネットワークの構成要素の説明 

種別 略 機能概要 

AMF Access and Mobility management 
Function 

モビリティ管理機能（無線の制御、ハンドオ

ーバなどの移動制御等) 

SMF Session Management Function セッション管理機能（端末のアドレス管理

等） 

UDM Unified Data Management 加入者情報データ管理・処理機能（加入者の

管理、SIM の制御等） 

AUSF AUthentication Sever Function 認証処理機能（SIM の認証等） 

UPF User Plane Function ユーザデータ処理機能（データトラヒックの

制御等） 

PCF Policy Control Function QoS および課金のためのポリシー制御機能

（ポリシーの管理、QoS や課金管理等） 

NSSF Network Slice Selection Function ネットワークスライスの選択機能 

NRF Network Repository Function ネットワークサービス管理・検索機能 

NEF Network Exposure Function 各 NF のサービスを公開する機能（コアの外

部向け API 等） 

AF Application Function  外部アプリケーション機能、トラヒック制御

や監視・解析機能等 

 

 

 各要素間のインターフェースの定義 

 ５Ｇでは、これらの各要素を連携させる方法として、サービスベースアーキテクチャ(SBA)と

称する方式が採用されています。SBA は、サービスを構成するために、前述したネットワーク

を構成する個別の機能群を定義されており、これら個別機能群がインターフェース(API)を介

して互いに接続しています。このように、サービスの機能とネットワークの機能を API で連携

しているのが５Ｇネットワークの特徴です。 

  

 

図 3-2-2 インターフェースの整理 
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第 3章 対象とするインターフェース 

3. 本手引書で対象としているフェーズ 

 

 ローカル５Ｇ導入の流れとしては、検討フェーズ、導入フェーズ、運用フェーズに大別できま

す。将来も見据えて、より効果的にローカル５Ｇを導入するためには、検討フェーズにおい

て、導入目的の明確化、導入・運用体制の検討、導入計画の策定を行うことが重要です。 

 

 本技術的手引においては、以下図 3-3-1 のとおり、相互接続を活用するために、主に検討フェ

ーズで活用頂ける情報となります。つまり、相互接続の効果を示すとともに、具体的に実現す

るためのインターフェース、パラメータ、試験項目等の情報を記載しています。相互接続実現

時には、システムインテグレート、運用面の課題を乗り越える必要があり、第 7章：相互接続

不良時の対応、第 8章：各種運用規定の内容については、検討フェーズで計画したものを、ロ

ーカル５Ｇ導入後の運用フェーズにおいて、実際に活用する流れになります。 

 

 

 

 

図 3-3-1 ローカル５Ｇの導入フェーズとの対応 
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第 4章 相互接続に必要なパラメータ 

1. 検討対象パラメータに係る問題意識・課題等 

 

 問題意識・課題等 

 相互接続を行う場合には、3GPP 等のガイドラインに規定されているインターフェースを最低限

把握する必要があります。ローカル５Ｇ機器を構築する場合、一部例外はありますが、基本的

に各インターフェースは IP 通信によって結ばれます。よって、装置間の接続に際しては、イ

ンターフェース間をネットワークとして結ぶ必要が出てきますので、ローカル５Ｇネットワー

クを構築する前提として、インターフェースの理解は重要となります。 

 3GPP に準拠した仕様になっていることを事前に確認、照合することは多大な労力が必要となり

ます。このため、最小限のパラメータ確認だけを行い、以降は実際の相互接続試験で検証して

いくことが現実的であると言えます。 

 gNB-Core 間の接続における C-plane は N2 がメインですが、gNB が UE に対して通知する情報に

よっては、N1の接続の仕方が変わるなど基地局としては繋がっても、UEに影響が出ている場

合があります。そのため、3GPP で必須動作となっていない要求事項についても留意が必要で

す。このすり合わせを机上で実施する場合は、3GPP の N1/N2 の実装状況を把握する必要があり

ますが、これはあくまで机上のため、確定させるためにはこの内容を確認できる検証環境を用

意する必要があります。 

 接続不良時等において、どの手順で失敗しているのか、という 3GPP で規定されている各接続

手順をログやパケットキャプチャーを通じて見つける事が最優先です。大量のシーケンスから

成功パターンとの比較をする必要があり、成功時のコールフローを理解しておく必要がありま

す。各ベンダーとの協議によりこれらを確認しておくことで、解析が進みやすくなることも考

えられます。 

 今後ローカル５Ｇでも URLLC のように End-to-End で整合が必要な機能も導入されていきま

す。End-to-End で低遅延を実現するためには、基地局やコア設備だけでなく、その間の伝送装

置（フロントホール、ミッドホール、バックホール）も含めたトータルの整合や最適化、検証

も必要となってきます。まずは、Configured-Grant、Mini-slot 等、５Ｇ装置の中だけで完結

できる遅延低減策を割り当てていくとともに、ユーザが求める遅延の要件に合わせて、各装

置、ネットワークの遅延を足し算していくことが最善策と考えられます。 

 ローカル５Ｇを様々なユーザに有効に活用頂くために、基地局ベンダー、端末ベンダー等の協

力を得て、関係者が連携し合いながら、対処していくことが理想的な姿と言えます。 

 

 本章で取り扱う内容 

 3GPP 等に規定されるインターフェースに関して、説明します。 

 実際に検証を行う中で、考慮が必要とわかったパラメータについても説明します。 
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第 4章 相互接続に必要なパラメータ 

2. 検討対象パラメータの説明 

 

 3GPP において整合が必要と規定されるパラメータ 

 相互接続の実現に向けて 5GC、基地局、端末のパラメータを合わせる必要があります。3GPP に

おいて整合が必要とされる項目及び内容は、以下の「表 4-2-1 5GC-基地局間の相互接続に関

係するパラメータ」、「表 4-2-2 5GC-端末間の相互接続に関係するパラメータ」のとおりで

す。 

 

表 4-2-1 5GC-基地局間の相互接続に関係するパラメータ 
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表 4-2-2  5GC-UE 間の相互接続に関係するパラメータ 

 

 

 3GPP の規定上明確な指定がないもののコアの設定について考慮が必要なパラメータ 

 また、3GPP の規定上明確な指定がないにも関わらず、実際は相互接続のために考慮が必要な項

目が 3点あります。次ページの表 4-2-3 に示します。 
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表 4-2-3 異ベンダー間の相互接続実現に考慮が必要となる項目 

項番 確認・改修対象 改修内容 

(a) コア “InitialContextSetupRequest”メッセージ内の当

該フィールドを削除 

(b) コア “PDUSessionEstablishmentAccept”メッセージ内へ

当該フィールドを追加 

(c) コア “NASSecurityModeCommand”内の構成を V15.3 以降

のシーケンスに対応する措置を実施 

 

(a) 図 4-2-1 において、Masked IMEISV の Presence 列は“Ｏ”となっており、オプショナルで

あることが確認できます。また、Assigned Criticality は“ignore”となっており、仮に

UE 側がサポートしていない場合にはこのフィールドは無視してよいと見えます。しかし、

5GC-UE 間の相互接続では、当該フィールドを UE側がサポートしていないと相互接続できな

いため、5GC 側で“InitialContextSetupRequest”メッセージ内の当該フィールドを削除す

る必要があります。 

 

 

図 4-2-1 Masked IMEISV 

（出典 3GPP 文書：TS 38.413 9.2.2.1 INITIAL CONTEXT SETUP REQUEST） 
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(b) 図 4-2-2 において、Extended protocol configuration options の Presence 列は“Ｏ”と

なっておりオプショナルであることが確認できます。このフィールドの値が設定されていな

くても問題ないはずですが、実際にはこのフィールドが設定されていないと PDU セッション

の確立に失敗しますので、5GC 側で“PDU session establishment accespt”メッセージ内

へ当該フィールドを追加する必要があります。 

 

図 4-2-2 DNS IE 

（出典：3GPP 文書：TS 24.501 8.3.2 PDU session establishment accept） 

 

なお、Extended protocol configuration options の詳細は、TS 24.008 に記載があります。 

 

図 4-2-3  Extended protocol configuration options の詳細 
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（出典 3GPP 文書：TS 24.008） 

 

(c) NAS の Security Mode Command procedure が V15.3.1 から仕様が変わっており、以前のシ

ーケンスと互換性がなく、再接続に失敗するケースがあります。また、CR0488 によって AMF

から UE に送信している horizontal derivation parameter が、K_AMF_change_flag に変わ

っています。このため、5GC 側の“NAS Security mode command”内のフィールド構成を

V15.3.1 以降のシーケンスへ対応させる必要があります。 

 

 

図 4-2-4  V15.2 のシーケンス  

（出典 3GPP 文書：TS 24.501 Figure 6.7.2-1: NAS Security Mode Command procedure） 

 

 

図 4-2-5  V15.3.1 以降のシーケンス 

（出典 3GPP 文書：TS 24.501 Figure 6.7.2-1: NAS Security Mode Command procedure） 
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 共用構成をとる場合に考慮が必要なネットワークパラメータ 

 今般、これらの『3GPP において整合が必要と規定されるパラメータ』及び『規定上明確な指定

がないもののコアの設定について考慮が必要なパラメータ』を合わせた上で、相互接続検証を

行いました。その中で、WAN 回線を利用してローカル５Ｇネットワークを構築する場合には、

更に留意しなければならないポイントがあることがわかりました。具体的には、コアと基地局

間の MTU(Maximum Transmission Unit)サイズに留意する必要があります。 

 

 検証において、MTUのサイズ指定が NW回線に不適応なため接続不可となる事象が発生しまし

た。MTU はネットワークに接続されているデバイスが受け取る最大のデータパケットを表す値

で、一般的なネットワーク回線の MTU サイズは最大で 1500 となります。しかし、実際に利用

可能な最大のデータパケットはネットワーク回線や使用するプロトコルに応じて変化します。

回線やプロトコルにより制限されたヘッダー長を考慮した MTU サイズを設定することが必要で

す。 

 

 今回の検証では、5GC/CU 区間をネットワーク回線で結びました。これは TS23.501 5G NR 

Network Architecture における N1、N2、N3 区間に当たります。該当区間はそれぞれ SCTP/GTP

によって伝達されるため、対象プロトコルのヘッダー値を考慮する必要があります。 

 

 上記に則り、ネットワーク回線 MTU が 1500 の場合の適切な MTU 値を計算すると 1300 になりま

す。図 4-2-6、4-2-7 に示すとおり、相互接続に成功したパターンでは” 

UERadioCapabilityInfoIndication”のフレームが確認できますが、認証が不可となったパタ

ーンでは該当のフレームが確認できません。特定の端末が不可となる事象は、対象フレームの

不通により発生していたことがわかります。よって、基地局、5GC の MTU サイズを 1300 と設定

することで下記の通り該当フレームの疎通に成功し、端末の認証に成功しました。 

  

 

図 4-2-6 相互接続が実現したパターンのパケットキャプチャー 

 

  

 

図 4-2-7 相互接続が実現しなかったパターンのパケットキャプチャー 
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第 4章 相互接続に必要なパラメータ 

3. O-RAN 準拠・未準拠による相互接続への影響について 

 

 基地局に関しては O-RAN（Open-RAN Alliance）に準拠した製品と未準拠の製品それぞれを用意

し、相互接続実現に対しての O-RAN 関連性についての検証を実施しました。 

・O-RAN Split Option7.2 準拠：2機種 

・O-RAN 未準拠：1機種 

 

 全 35パターンの相互接続検証のうち、O-RAN 準拠の基地局を使用した検証が 23パターン、O-

RAN 未準拠の基地局を使用した検証が 12 パターンありました。検証の結果として、全 35パタ

ーンの相互接続を実現することができました。ただし、3GPP で規定されるパラメータ以外に、

表 4-2-3 に記載するコアの設定に関する 3つのパラメータと、基地局とコア間の MTU サイズの

設定に留意が必要であることが判明しました。 

 

 通信性能の評価においても、O-RAN 準拠、未準拠による特段の差異は確認されませんでした。

この結果から、3GPP 準拠の装置に対して、上記で示すようなパラメータを適切に設定した場合

においては、O-RAN 準拠/未準拠による差異はないと言えます。 

 

 キャリア５Ｇを提供する携帯電話事業者においては、全国で大規模にサービスを行うためにフ

ロントホール（基地局）の数が膨大になります。そのため、基地局内（RUと CU/DU 間）の相互

接続による、ネットワーク全体の価格低減の可能性、サプライチェーンリスクの軽減、装置ラ

インナップの強化等のメリットがあると考えられます。一方で、ローカル５Ｇのようなエリア

限定の小規模システムの場合には、様々なユースケースや要件への対応が重視されるため、基

地局内（RU と CU/DU 間）よりも、5GC/基地局/端末間の相互接続が重要になると考えられま

す。これにはもう 1つの観点があり、全国で大規模にサービスを行う携帯電話事業者であれ

ば、相互接続性の担保（SIer 等による接続検証の実施）、異なるベンダー設備それぞれに必要

な管理システムの導入、不具合発生時の切り分け作業、将来の機能導入時やソフトウェア更新

時のたびの相互接続検証等に対応できますが、ローカル５Ｇの法人ユーザ 1社で担うのはハー

ドル高いと考えられます。そのため、まずは、相互接続における環境を再現しやすい、5GC/基

地局/端末間の相互接続から普及していくと考えられます。 

 

 O-RAN 準拠/未準拠による差異はないという結論となりましたが、将来的には、基地局内（RU

と CU/DU 間）の相互接続も含め、広がっていくことが理想的と言えます。そのためには、基地

局ベンダー、端末ベンダーの協力が不可欠と考えられます。 
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第 4章 相互接続に必要なパラメータ 

4. ベンダー等による差異・独自の解釈・設定、及び機器の仕様で留意すべき点 

 

 コア 2台、基地局 3台、端末 6台の計 35 の組み合わせで相互接続検証を実施しました。結果

として、3GPP で規定されるパラメータ以外に、表 4-2-3 に記載するコアの設定に関する 3つの

パラメータと、基地局とコア間の MTU サイズの設定に留意が必要であることが判明しました。 

 

 3GPP 準拠の装置に対して、上記で示すようなパラメータを適切に設定した場合においては、ベ

ンダーの違いや機器の仕様による、パラメータの留意事項はないと言えます。このため今後、

様々なベンダーの機器間で相互接続が拡がっていくことが期待できます。 

 

 本手引書記載のパラメータに限らず、相互接続不良時の対応等においては、ベンダーとの連携

が重要になります。これらについては、第 7章をご参照ください。 
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第 5章 相互接続時の検証項目 

1. 検証の目的・流れ 

 

 異なるメーカのコア装置・基地局・端末の接続について、正常性を確認すること、また正常な

接続に至らない場合に正常性を実現することが検証の目的になります。 

 

 検証の流れとしては、正常な接続を確認した上で、通信の評価・考察を行う流れとなります。

以下図 5-1-1 に概略イメージを示します。相互接続検証を行い、正常な接続が確認された場合

には、通信の評価・考察に移ります。正常な接続が確認できなかった場合には、要因分析、実

現方策を行い、正常な接続を確認できた上で、通信の評価・考察に移ります。 

 

 

図 5-1-1 相互接続検証の流れ 

 

 

 それぞれの項目における検証内容は、以下表 5-1-1 のとおりです。 

 

表 5-1-1 検証内容 

項番 検証項目 検証内容 

①  相互接続検証 コアと基地局、端末をそれぞれ接続し、端末の接続可否を確認 

②  要因分析 
相互接続の結果、正常に端末が接続されなかった組み合わせ 

パターンについて、原因の特定と要因を分析 

③  実現方策の検討 特定された要因に対して改修を行い、相互接続を実現 

④  通信の評価・考察 
相互接続が実現した組み合わせパターンについて、通信の品質

や性能を確認 
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第 5章 相互接続時の検証項目 

2. 検証内容 

 

 相互接続検証 

 第 4 章に記載のパラメータを設定の上、検証対象となる対象コアと基地局、基地局とコアを接

続します。 

 

 要因分析 

 相互接続が不可の場合には、メーカー独自に解釈しているパラメータや、接続のために調整し

ているパラメータの存在や調整状況を分析します。 

 

 実現方策の検討 

 特定された要因に対して改修等を行います。 

 

 通信の評価・考察 

 表 5-2-1 に示す評価・検証項目に沿って、通信の評価・考察を行います。 

 

表 5-2-1 評価・検証項目 

大項目 評価項目 確認方法 

接続断後、 

再接続時の挙動 

電源 ON/OFF 動作時の 

挙動確認 

基地局（CU／DU／RU）および端末の電源をそれぞ

れ ON/OFF させ、再度起動した際、コアや端末と正

常に接続できることを確認する 

電波 ON/OFF 動作時の 

挙動確認 

停波後、発波させた際、コアや端末と正常に接続

できることを確認する 

認証時間 認証時間の確認 
Wiresharkを用いて、端末のSIM認証開始から認証

完了までの時間を確認する 

長期安定性 長期安定試験 

無操作状態とした環境においてエラーログの出力

が無く、48 時間の疎通試験上異常が無いことを確

認する 

遅延 遅延の確認 
端末からセンタ UPF へ ping 疎通試験を実施し、遅

延時間を確認する 

通信品質 

通信性能の確認 
iperf による伝送スループット試験を実施し、性

能差分を評価する 

準同期の動作確認（※） 
準同期 TDD1/2/3 それぞれのパターンにおいて正常

に接続できること確認し、性能差分を評価する 
 

 （※）準同期の動作確認は、実際の利用予定やユースケースにあわせて、実施をご検討ください。 

 



36 

第 5章 相互接続時の検証項目 

3. 検証環境および評価・検証方法 

 

 検証環境 

 今回実施した検証では、センタ拠点に設置したコア装置と、エンド拠点に設置した基地局・端

末を WAN 回線経由で接続しました。検証環境の構成イメージを図 5-3-1 に示します。 

なお、基地局と端末間は電界強度による検証への影響を避けるため、遮蔽物の無い見通し環境

で検証を行うことが望ましいです。 

 

 なお、今回実施した検証では、WAN 回線経由でセンタ拠点とエンド拠点を接続していますが、

コア装置、基地局、端末をすべてエンド拠点に設置して、検証を行うことも可能です。 

 

 

図 5-3-1 検証環境の構成イメージ（WAN 回線経由の接続ケース） 

 

 評価・検証方法 

 今回実施した検証で使用した測定ツールを参考として、表 5-3-1 に示します。 

 

表 5-3-1 測定ツール 
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第 6章 相互接続検証結果 

1. 相互接続検証の前提条件 

 

 相互接続検証の前提条件 

 相互接続の実現に向けて、第 4章に記載のパラメータの設定を行った上で、検証を実施する必

要があります。具体的に 3つの考慮するポイントがあり、以下図 6-1-1 に示します。詳細は、

第 4 章をご参照ください。 

 

図 6-1-1 3 つのパラメータ設定のポイント（詳細は第 4章ご参照） 

 

 

 問題意識・課題等 

 SIer 等にとって、完全に新規の相互接続を実施するのはハードルが高いと思われます。相互接

続の実現にあたっては、各メーカそれぞれで、動作確認ができている 5GC/基地局/端末の情報

を公表することが有効になると考えられます。 

 

 相互接続の実現に向け、5GC/基地局/端末相互接続検証結果について、今後、基地局ベンダー

や端末ベンダー等によって、公開していく動きが活発化していくことが理想的であると考えら

れます。 

 

 

 本章で取り扱う内容 

 相互接続検証を行った、5GC/基地局/端末相互接続の組み合わせ結果について、整理・考察し

ます。 
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第 6章 相互接続検証結果 

2. 異ベンダーの組み合わせパターンの相互接続結果 

本項では、参考として今般実施した 35パターンの検証内容と得られた知見を記載いたします。 

 

 相互接続検証結果 

 全 35パターンの組み合わせの相互接続検証結果は、以下の表 6-2-1 の通りです。すべてのパ

ターンで相互接続が実現できました。 

 

 うち、3つの組み合わせパターンにおいて、標準的な（規定上の）パラメータの設定のみで

は、接続不能となりましたが、MTU サイズの設定により、相互接続が実現できました。また、

その他の組み合わせにおいては、標準的な（規定上の）パラメータの設定のみで相互接続が実

現しております。（表 6-2-1 の接続可否において※を記載しているパターンです。） 

 

表 6-2-1 相互接続検証結果 

パターン 

No. 
コア 基地局 端末 接続可否 

1 A 社 D 社 A 社 〇（※） 

2 A 社 D 社 F 社 〇 

3 A 社 D 社 E 社 〇 

4 A 社 D 社 G 社 〇 

5 A 社 D 社 B 社 〇 

6 A 社 D 社 H 社 〇 

7 A 社 C 社 A 社 〇 

8 A 社 C 社 F 社 〇 

9 A 社 C 社 E 社 〇 

10 A 社 C 社 G 社 〇 

11 A 社 C 社 B 社 〇 

12 A 社 C 社 H 社 〇 

13 A 社 B 社 A 社 〇（※） 

14 A 社 B 社 E 社 〇 

15 A 社 B 社 G 社 〇 

16 A 社 B 社 F 社 〇 

17 A 社 B 社 B 社 〇 

18 A 社 B 社 H 社 〇 

19 B 社 D 社 A 社 〇 

20 B 社 D 社 E 社 〇 

21 B 社 D 社 G 社 〇 

22 B 社 D 社 F 社 〇 

23 B 社 D 社 B 社 〇 

24 B 社 D 社 H 社 〇 

25 B 社 C 社 A 社 〇 

26 B 社 C 社 E 社 〇 
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27 B 社 C 社 G 社 〇 

28 B 社 C 社 F 社 〇 

29 B 社 C 社 B 社 〇 

30 B 社 C 社 H 社 〇 

31 B 社 B 社 A 社 〇（※） 

32 B 社 B 社 E 社 〇 

33 B 社 B 社 G 社 〇 

34 B 社 B 社 F 社 〇 

35 B 社 B 社 H 社 〇 

〇：正常接続 ×：接続不可 
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第 6章 相互接続検証結果 

3. 品質や安定性等の性能に関する検証結果 

 

 通信の品質・安定性に関する検証結果 

 相互接続が実現した全 35パターンに対して、通信の品質・安定性に関する検証を行った結果

を示します。接続断後、再接続時の挙動、認証時間、長期安定性、遅延、通信品質の 4つの項

目毎に整理します。 

 

 なお、評価・検証項目については、第 5章で記載した表 5-2-1 のとおりです。以下に再掲しま

す。 

 

表 6-3-1 評価・検証項目（表 5-2-1 の再掲） 

大項目 評価項目 確認方法 

接続断後、 

再接続時の挙動 

電源 ON/OFF 時の 

正常接続 

基地局（CU／DU／RU）および端末の電源をそれぞ

れ ON/OFF させ、再度起動した際、コアや端末と正

常に接続できることを確認する 

機内モード ON/OFF 時の

正常接続 

停波後、発波させた際、コアや端末と正常に接続

できることを確認する 

認証時間 認証時間の確認 
Wiresharkを用いて、端末のSIM認証開始から認証

完了までの時間を確認する 

長期安定性 長期安定試験 

無操作状態とした環境においてエラーログの出力

が無く、48 時間の疎通試験上異常が無いことを確

認する 

遅延 遅延の確認 
端末からセンタ UPF へ ping 疎通試験を実施し、遅

延時間を確認する 

通信品質 

通信性能の確認 
iperf による伝送スループット試験を実施し、性

能差分を評価する 

準同期の動作確認（※） 
準同期 TDD1/2/3 それぞれのパターンにおいて正常

に接続できること確認し、性能差分を評価する 

 

 

 (a) 接続断後、再接続時の挙動 

 組み合わせパターン毎に基地局（CU／DU／RU）および端末の電源をそれぞれ ON/OFF させ、再

度起動する検証と、組み合わせパターン毎に停波、発波を実施し、コアと端末と接続する検証

を行いました。結果は、表 6-3-2 のとおり、全ての組み合わせにおいて、相互接続の挙動に問

題の無いことを確認いたしました。 

 具体的には、基地局、端末の電源 ON/OFF、端末の機内モード ON/OFF によって再度の認証が行

われた場合であっても、接続を復旧することを確認しました。ON/OFF 切り替えにおける復帰動

作の遅延や挙動不備等は一切なく、相互接続組み合わせにおいて問題がない結果であることを

確認しました。 
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表 6-3-2 接続断後、再接続時の挙動に関する検証結果 

No. 
パターンの概要 

接続断後、再接続時の挙動 

電源 ON/OFF 時の正常接続 機内モード ON/OFF 時

の正常接続 コア 基地局 端末 基地局 端末 

1 A 社 D 社 A 社 〇 〇 〇 

2 A 社 D 社 F 社 〇 〇 〇 

3 A 社 D 社 E 社 〇 〇 〇 

4 A 社 D 社 G 社 〇 〇 〇 

5 A 社 D 社 B 社 〇 〇 〇 

6 A 社 D 社 H 社 〇 〇 ― 

7 A 社 C 社 A 社 〇 〇 〇 

8 A 社 C 社 F 社 〇 〇 〇 

9 A 社 C 社 E 社 〇 〇 〇 

10 A 社 C 社 G 社 〇 〇 〇 

11 A 社 C 社 B 社 〇 〇 〇 

12 A 社 C 社 H 社 〇 〇 ― 

13 A 社 B 社 A 社 〇 〇 〇 

14 A 社 B 社 E 社 〇 〇 〇 

15 A 社 B 社 G 社 〇 〇 〇 

16 A 社 B 社 F 社 〇 〇 〇 

17 A 社 B 社 B 社 〇 〇 〇 

18 A 社 B 社 H 社 〇 〇 ― 

19 B 社 D 社 A 社 〇 〇 〇 

20 B 社 D 社 E 社 〇 〇 〇 

21 B 社 D 社 G 社 〇 〇 〇 

22 B 社 D 社 F 社 〇 〇 〇 

23 B 社 D 社 B 社 〇 〇 〇 

24 B 社 D 社 H 社 〇 〇 ― 

25 B 社 C 社 A 社 〇 〇 〇 

26 B 社 C 社 E 社 〇 〇 〇 

27 B 社 C 社 G 社 〇 〇 〇 

28 B 社 C 社 F 社 〇 〇 〇 

29 B 社 C 社 B 社 〇 〇 〇 

30 B 社 C 社 H 社 〇 〇 ― 

31 B 社 B 社 A 社 〇 〇 〇 

32 B 社 B 社 E 社 〇 〇 〇 

33 B 社 B 社 G 社 〇 〇 〇 

34 B 社 B 社 F 社 〇 〇 〇 

35 B 社 B 社 H 社 〇 〇 ― 

   〇：正常接続 ×：接続不可 

※―(ハイフン)と記載しているパターンは、端末(H 社製)に機内モードが実装されていない 

ため測定していない項目となります。 
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 (b) 認証時間 

 組み合わせパターン毎に端末の認証に要する時間を計測しました。結果は、表 6-3-3 のとお

り、端末毎に認証にかかる時間に差があることが分かりました。 

 A 社製端末を除く端末間では認証時間は 4秒以内完了し、大きな差はありませんでしたが、A

社製端末のみ認証に 40秒程度を要しました（表中に赤太字で示す）。これは端末の仕様に起

因しており、端末が起動し認証が開始されてからモデムの起動が完了し通信が可能となるまで

に時間がかかります。 

 基地局、コア間では、全ての組み合わせで認証に要する時間は端末毎に差分はほとんどありま

せん。認証時間は端末仕様に依存する結果であり、相互接続組み合わせパターンによる認証時

間の遅延や課題等はないと考えられます。 

 

表 6-3-3 認証時間に関する検証結果 

No. 
パターンの概要 認証時間 

[秒] コア 基地局 端末 

1 A 社 D 社 A 社 40.04 

2 A 社 D 社 F 社 ― 

3 A 社 D 社 E 社 ― 

4 A 社 D 社 G 社 ― 

5 A 社 D 社 B 社 2.83 

6 A 社 D 社 H 社 1.95 

7 A 社 C 社 A 社 ― 

8 A 社 C 社 F 社 ― 

9 A 社 C 社 E 社 ― 

10 A 社 C 社 G 社 ― 

11 A 社 C 社 B 社 1.26 

12 A 社 C 社 H 社 3.75 

13 A 社 B 社 A 社 40.20 

14 A 社 B 社 E 社 3.33 

15 A 社 B 社 G 社 1.63 

16 A 社 B 社 F 社 1.12 

17 A 社 B 社 B 社 2.48 

18 A 社 B 社 H 社 2.24 

19 B 社 D 社 A 社 40.28 

20 B 社 D 社 E 社 1.96 

21 B 社 D 社 G 社 1.67 

22 B 社 D 社 F 社 1.38 

23 B 社 D 社 B 社 1.41 

24 B 社 D 社 H 社 2.05 

25 B 社 C 社 A 社 40.08 

26 B 社 C 社 E 社 3.33 

27 B 社 C 社 G 社 1.40 

28 B 社 C 社 F 社 1.07 

29 B 社 C 社 B 社 1.46 

30 B 社 C 社 H 社 2.07 
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31 B 社 B 社 A 社 40.59 

32 B 社 B 社 E 社 2.00 

33 B 社 B 社 G 社 1.87 

34 B 社 B 社 F 社 1.37 

35 B 社 B 社 H 社 2.32 

※令和 3 年度検証においては、認証時間確認を未実施のため、―(ハイフン)と表記。 
 

 

 (c) 長期安定性 

 組み合わせパターン毎に端末からコア 48 時間の ping 疎通試験を行い、通信の成功率を計測し

ました。結果は、表 6-3-4 のとおり、全ての組み合わせにおいて、長時間の通信時も端末の切

断や多数の通信エラーが発生しないことを確認しました。 

 相互接続状態の継続により、エラーの蓄積や装置への過負荷などは発生していないと考えられ

ます。 

 

表 6-3-4 長期安定性に関する検証結果 

No. 
パターンの概要 疎通率 

[%] 

判定 

コア 基地局 端末 

1 A 社 D 社 A 社 100 〇 

2 A 社 D 社 F 社 ― 〇 

3 A 社 D 社 E 社 ― 〇 

4 A 社 D 社 G 社 ― 〇 

5 A 社 D 社 B 社 100 〇 

6 A 社 D 社 H 社 99.0 〇 

7 A 社 C 社 A 社 ― 〇 

8 A 社 C 社 F 社 ― 〇 

9 A 社 C 社 E 社 ― 〇 

10 A 社 C 社 G 社 ― 未実施 

11 A 社 C 社 B 社 97.7 〇 

12 A 社 C 社 H 社 99.0 〇 

13 A 社 B 社 A 社 99.1 〇 

14 A 社 B 社 E 社 99.9 〇 

15 A 社 B 社 G 社 99.9 〇 

16 A 社 B 社 F 社 99.9 〇 

17 A 社 B 社 B 社 99.9 〇 

18 A 社 B 社 H 社 99.9 〇 

19 B 社 D 社 A 社 99.9 〇 

20 B 社 D 社 E 社 99.0 〇 

21 B 社 D 社 G 社 100 〇 

22 B 社 D 社 F 社 100 〇 

23 B 社 D 社 B 社 100 〇 

24 B 社 D 社 H 社 100 〇 

25 B 社 C 社 A 社 100 〇 

26 B 社 C 社 E 社 99.2 〇 

27 B 社 C 社 G 社 99.1 〇 
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〇：疎通率≧90% ×：疎通率＜90% 

※令和 3 年度検証においては、疎通率確認を未実施のため、―(ハイフン)と表記。 
 

 (d) 遅延 

 組み合わせパターン毎に、各 TDD パターンにおいて端末からコアへ ping を送付し、遅延の測

定を行いました。結果は、表 6-3-5 のとおり、すべての組み合わせパターンで 100msec 以下と

なっており、基本的なユースケースにおいて問題なく使用できると考えられます。 

 なお、組み合わせパターンごとで遅延に差があり、基地局、端末間で差が開く傾向がありまし

た。表中の TDD パターン毎に最も優れた遅延の組み合わせを、赤太字で示しています。 

 また、コア、基地局毎の平均遅延に着目すると、D社製基地局は端末、コアに依らずに遅延が

短く、平均遅延は 35ms 以下になっています。こうした結果から、遅延性能は、主に基地局の

処理性能に依存していると推察されます。 

 

表 6-3-5 遅延に関する検証結果 

28 B 社 C 社 F 社 97.6 〇 

29 B 社 C 社 B 社 100.0 〇 

30 B 社 C 社 H 社 99.6 〇 

31 B 社 B 社 A 社 99.9 〇 

32 B 社 B 社 E 社 99.7 〇 

33 B 社 B 社 G 社 99.7 〇 

34 B 社 B 社 F 社 99.8 〇 

35 B 社 B 社 H 社 99.7 〇 

 
パターンの概要 同期 

[msec] 
準同期 TDD1 

[msec] 

準同期 TDD2 

[msec] 

準同期 TDD3 

[msec] コア 基地局 端末 

1 A 社 D 社 A 社 26 27 28 26 

2 A 社 D 社 F 社 35 36 34 31 

3 A 社 D 社 E 社 40 36 31 34 

4 A 社 D 社 G 社 39 40 34 35 

5 A 社 D 社 B 社 40 32 30 30 

6 A 社 D 社 H 社 32 26 31 26 

7 A 社 C 社 A 社 39 40 33 － 

8 A 社 C 社 F 社 32 28 36 － 

9 A 社 C 社 E 社 30 29 43 － 

10 A 社 C 社 G 社 27 30 35 － 

11 A 社 C 社 B 社 34 36 37 － 

12 A 社 C 社 H 社 31 32 31 － 

13 A 社 B 社 A 社 54 42 43 38 

14 A 社 B 社 E 社 58 64 49 43 

15 A 社 B 社 G 社 87 46 61 49 

16 A 社 B 社 F 社 42 45 61 46 

17 A 社 B 社 B 社 35 45 43 33 

18 A 社 B 社 H 社 38 40 42 43 

19 B 社 D 社 A 社 30 26 26 27 
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※―(ハイフン)と記載しているパターンは、基地局(C 社製)に TDD3 が実装されていない 

ため測定していない項目となります。 

 

表 6-3-6 （参考）ローカル５Ｇのユースケース例と遅延の関係性 

ユースケース（例） 遅延 

[msec] 類型 用途例 

高速 

大容量 

 

 

 

 

超低遅

延 

遠隔監視・巡視点検  4K/8K 映像配信 100-200 

遠隔指導・作業支援 AR/VR による遠隔作業支援 50-100 

自律ロボット/自動運転 

車両等の遠隔制御 

AMR/ドローン等の自律走行 1-50 

AGV の自動運転 1-50 

大容量/多様なデータ活用 電気メータ等のデータ収集 10-100 

機器等のリアルタイム制御 生産設備の制御 1-10 

出所）5G 利活用型社会デザイン推進コンソーシアム「ローカル 5G関連市場調査レポート」をもとに、三菱総合研究所作成 

 

 (e) 通信性能 

 組み合わせパターン毎に通信性能を確認する試験を行いました。端末からコアへ iperf を実施

し、TDD パターン毎に DL/UL のスループットを測定しました。 

 結果は、表 6-3-7 のとおり、DL スループットは同期での値が最も大きく、準同期 TDD1、準同

期 TDD2、準同期 TDD3 の順に小さくなっていき、UL スループットは同期での値がもっとも小さ

く、準同期 TDD1、準同期 TDD2、準同期 TDD3 の順に大きくなっていくという傾向は、基本的に

共通していました。こちらの結果により、複数の組み合わせで相互接続における準同期 TDD1、

準同期 TDD2、準同期 TDD3 に対応することを確認しました。 

 

表 6-3-7 通信性能に関する検証結果 

単位：Mbps 

20 B 社 D 社 E 社 25 26 27 28 

21 B 社 D 社 G 社 29 29 35 32 

22 B 社 D 社 F 社 33 28 30 28 

23 B 社 D 社 B 社 26 27 26 28 

24 B 社 D 社 H 社 23 26 24 26 

25 B 社 C 社 A 社 36 40 32 － 

26 B 社 C 社 E 社 35 39 34 － 

27 B 社 C 社 G 社 34 36 38 － 

28 B 社 C 社 F 社 35 35 36 － 

29 B 社 C 社 B 社 35 35 36 － 

30 B 社 C 社 H 社 29 32 38 － 

31 B 社 B 社 A 社 45 38 43 41 

32 B 社 B 社 E 社 49 43 43 56 

33 B 社 B 社 G 社 45 46 41 46 

34 B 社 B 社 F 社 44 49 48 45 

35 B 社 B 社 H 社 42 42 41 40 

No. パターンの概要 同期 準同期 準同期 準同期 TDD3 
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（※）・括弧書きの数値は基地局のログから計測した伝送量になります。 

・B 社、E 社の端末については、テザリング機能を用いてスループットの計測を実施したため、

USB2.0 の規格信号速度 480Mbps、実行値 310Mbps 程度がスループットの上限となっています。

TDD1 TDD2 

コア 基地局 端末 DL UL DL UL DL UL DL UL 

1 A 社 D 社 A 社 652 61.8 402 142 201 181 152 241 

2 A 社 D 社 F 社 300 65 200 150 279 132 150 244 

3 A 社 D 社 E 社 180 77 180 135 249 159 162 233 

4 A 社 D 社 G 社 250 30 280 80 227 130 182 219 

5 A 社 D 社 B 社 309 
(674) 

84.3 314 
(484) 

128 250 133 163 223 

6 A 社 D 社 H 社 305 65.8 241 115 228 131 185 219 

7 A 社 C 社 A 社 300 28 170 60 152 129 未実装 未実装 

8 A 社 C 社 F 社 200 28 100 58 168 120 未実装 未実装 

9 A 社 C 社 E 社 150 30 150 60 172 126 未実装 未実装 

10 A 社 C 社 G 社 250 30 115 60 206 128 未実装 未実装 

11 A 社 C 社 B 社 314 
(476) 

51.0 240 99.3 172 128 
 未実装 未実装 

12 A 社 C 社 H 社 451 50.9 275 103 125 130 未実装 未実装 

13 A 社 B 社 A 社 691 67.1 585 110 431 140 135 190 

14 A 社 B 社 E 社 317 
(787) 

57.5 317 
(644) 

106 317 
(459) 

143 134 189 

15 A 社 B 社 G 社 686 42.7 462 90.7 403 152 135 184 

16 A 社 B 社 F 社 661 60.7 516 110 423 130 132 166 

17 A 社 B 社 B 社 310 
(768) 

59.4 305 
(524) 

115 312 
(452) 

135 133 157 

18 A 社 B 社 H 社 666 60..9 497 133 390 163 139 2.91 

19 B 社 D 社 A 社 608 86.7 409 174 240 201 188 244 

20 B 社 D 社 E 社 317 
(641) 

75.8 314 
(428) 

123 142 200 137 165 

21 B 社 D 社 G 社 606 79.1 426 119 208 178 178 233 

22 B 社 D 社 F 社 695 94 494 144 250 168 168 254 

23 B 社 D 社 B 社 313 
(714) 

76.8 307 
(450) 

137 149 140 137 161 

24 B 社 D 社 H 社 325 76.3 247 153 226 157 190 239 

25 B 社 C 社 A 社 447 50.5 234 102 171 126 未実装 未実装 

26 B 社 C 社 E 社 315 
(460) 

49.6 239 103 162 126 
未実装 未実装 

27 B 社 C 社 G 社 379 50.6 222 103 166 129 未実装 未実装 

28 B 社 C 社 F 社 455 51.0 225 102 159 128 未実装 未実装 

29 B 社 C 社 B 社 315 
(435) 

50.9 236 103 172 129 
未実装 未実装 

30 B 社 C 社 H 社 434 50.7 276 102 128 129 未実装 未実装 

31 B 社 B 社 A 社 691 53.1 546 117 416 144 306 177 

32 B 社 B 社 E 社 301 
(787) 

58.1 317 
(608) 

106 317 
(443) 

136 210 149 

33 B 社 B 社 G 社 598 54.9 590 99.3 432 128 297 150 

34 B 社 B 社 F 社 682 53.1 553 111 425 138 304 171 

35 B 社 B 社 H 社 678 67.7 493 136 398 142 313 3.38 
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そのため、iperf によるスループット測定時の基地局でのログを用いて伝送量を計測しました。

ただし、こちらは iperf による計測用のデータ以外も含む伝送量のため、参考値として掲載し

ます。 

 

 一方で、組み合わせパターン毎にスループットに差分があり、基地局、端末間で差が開く傾向

がありました。表 6-3-7 の結果を、同期パターン毎に DL/UL での測定結果をグラフに整理しま

した。 

・「図 6-3-1 同期 DL のスループット」 

・「図 6-3-2 準同期 TDD1 DL のスループット」 

・「図 6-3-3 準同期 TDD2 DL のスループット」 

・「図 6-3-4 準同期 TDD3 DL のスループット」 

・「図 6-3-5 同期 UL のスループット」 

・「図 6-3-6 準同期 TDD1 UL のスループット」 

・「図 6-3-7 準同期 TDD2 UL のスループット」 

・「図 6-3-8 準同期 TDD3 UL のスループット」 

 

 図 6-3-8 に示すとおり、準同期 TDD3 での UL スループットが極端に低い値となりました。解析

の結果、2台の端末を接続した時、上り方向の無線通信に高い割合でエラーが発生しているこ

とが判明しました。これは基地局側が端末の無線を正常に解釈できていないことに起因してい

ます。H社製端末は準同期 TDD3 パターンをメーカとしてサポートしていないことと、MediaTek

社製のチップセットを採用しており Qualcom 社製のチップセットを採用しているその他 UE と

は仕様が異なることにより、こうした事象が発生している可能性があります。 

 したがって、各ベンダーのサポートしない TDD パターンを利用する場合、通信に異常が発生す

る可能性がありますので、構築前の確認が必要と考えられます。 

 

 

 
※左から No.1～35 の順 

 

図 6-3-1 同期 DLのスループット 
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※左から No.1～35 の順 

 

図 6-3-2 準同期 TDD1 DL のスループット 

 
 

 
※左から No.1～35 の順 

 

図 6-3-3 準同期 TDD2 DL のスループット 

 

 

 

 
※左から No.1～35 の順 

 
図 6-3-4 準同期 TDD3 DL のスループット 
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※左から No.1～35 の順 

 

図 6-3-5 同期 ULのスループット 

 
 

 
※左から No.1～35 の順 

 

図 6-3-6 準同期 TDD1 UL のスループット 

 
 

 
※左から No.1～35 の順 

 

図 6-3-7 準同期 TDD2 UL のスループット 
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※左から No.1～35 の順 

 

図 6-3-8 準同期 TDD3 UL のスループット 
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第 6章 相互接続検証結果 

4. 組み合わせパターン毎の接続結果・考察 

 

今回の検証におけるコア/基地局の組み合わせパターンにおける接続結果・考察について、一例

として、A社製コアと D社製基地局の接続結果・考察を以下に示します。 

 

表 6-4-1 A 社製コアと D社製基地局の接続結果・考察（例） 

項目 検証結果・考察 

相互接続可否 以下 6つの異なるベンダー製端末と相互接続に成功 

・A社、B社、E社、F社、G社、H社 

電源 ON/OFF、機内モー

ド ON/OFF 時の挙動 

基地局、端末の電源 ON/OFF 時、端末の機内モード ON/OFF 時

に再度端末が正常に認証されることを確認 

認証時間 【端末の認証にかかる時間】 平均認証時間：2.39 秒 

※仕様により特に認証に時間のかかる A社製端末は除いて平

均値を算出 

長期安定性 【48 時間の連続 Ping 疎通】 平均疎通率：98.9% 

※ R4 年度検証分を集計 

遅延時間 【同期】 平均遅延：33ms 

【準同期 TDD1】 平均遅延：28ms 

【準同期 TDD2】 平均遅延：32ms 

【準同期 TDD3】 平均遅延：30ms 

※ R4 年度検証分を集計 

※端末配下のサーバと UPF 配下のサーバ間での Ping 応答時間

(50 回分)の平均 

伝送スループット 【同期】 平均 DL：479Mbps／平均 UL：71Mbps 

【準同期 TDD1】 平均 DL：322Mbps／平均 UL：128Mbps 

【準同期 TDD2】 平均 DL：239Mbps／平均 UL：144Mbps 

【準同期 TDD3】 平均 DL：166Mbps／平均 UL：230Mbps 

※ R4 年度検証分を集計 

※端末配下のサーバと UPF 配下のサーバ間の最大伝送スルー

プットを iperf により測定 

※動的な変調方式の調整機能を有効にして測定 

※最大 MIMO レイヤー数：DL 2layer / UL 2layer 

※対応変調方式：DL 256QAM まで / UL 256QAM まで 

※DL スループットについてはテザリングによりスループット

が制限されてしまった B社製端末を除いて平均値を算出 

考察 ・今回検証で使用した全ての端末との相互接続が可能 

・認証時間、長期安定性、遅延時間はすべて正常、特に遅延

時間は短い傾向にある 

・同期、準同期 TDD1、準同期 TDD2、準同期 TDD3 の適用が可

能 

・UL 2Layer かつ 256QAM 変調に対応した設定での安定的な通

信であり、高い ULスループットが確認できた。 

■ 総合的に問題なく相互接続が可能と考えられます。 
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第 7章 相互接続不良時の対応・各種運用規定 

1. 相互接続不良・運用面に係る問題意識・課題等 

 

 問題意識・課題等 

 SIer 等が一次切り分けを行うにあたっては、製品に対する理解を深める必要があります。例え

ば、切り分け手順、確認のポイントなどを、製品ベンダーから研修等で SIer 等が学ぶことが

できれば理解が深まります。問い合わせ窓口におけるトークスクリプトや QA 集、切り分けの

マニュアル等の情報も可能な限りベンダーから共有を受けることができると、SIer 等で対応で

きる範囲が増えるため、都度ベンダーと相談・協議しながら、進めていくのが望ましいと言え

ます。 

 
 相互接続不良時の対応として、各インターフェースのログ、装置ログが重要になります。ネッ

トワークの切り分けにおいて、より細かい単位にネットワークを分けながら原因箇所を割り出

していくことが重要であり、ログを取得できれば、ベンダーから共有されるドキュメントと照

らし合わせて、動作が正しいかどうかまでの切り分けは行うことが可能となります。 

 
 商用と全く同じパラメータ設定の機器をもう１式用意して、問題を再現して特定するのは事業

者側の提供コストが増大することにつながります。よって、まずは環境再現のしやすいコア・

基地局・端末間の相互接続から普及していくと考えられます。 

 
 3GPP にもリリースの違いがあり、同じリリース内でもリビジョンの違いがあります。3GPP 準

拠同士であっても、相互接続が担保できないケースがあると思われます。相互接続において

は、①メーカ推奨の製品選定の実施、②相互接続構成を組み入念な検証の実施、③メーカを含

めた運用体制の構築が重要です。 

 
 ③のメーカを含めた運用体制の構築においては、ユーザが求める様々なユースケースに対応す

るために重要です。例えば工場でのユースケースにあわせた確認ポイント（組み合わせの種

類、確認する必要がある基本動作等）等について、SLAの中で、サービス提供内容やレベルを

事前に協議することで対応できます。またさらに、今度相互接続が普及し、国内外様々なベン

ダーが参入した場合を想定すると重要度は高いと言えます。 

 

 無線部分の切り分けなどを含むすべての対応を SIer が行うことは難しいと考えられます。相

互接続が不可となった場合の改修などは当該ベンダー間の調整になりますが、各ベンダーとも

OEM 等による製品提供の場合、修正の反映に時間がかかるケースが予想されます。したがっ

て、相互接続実施前の契約条件の合意などが必要です。 

 

 ローカル５Ｇを様々なユーザに有効に活用頂くために、基地局ベンダー、端末ベンダー等の協

力を得て、関係者が連携し合いながら、対処していくことが理想的な姿と言えます。 

 

 

 本章で取り扱う内容 

 今般検証を行う中で、相互接続不良となった場合に行った対応について一例として紹介しま

す。 

 ユーザ・SIer・ベンダー等の運用・連携体制の在り方について、考察します。 
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第 7章 相互接続不良時の対応・各種運用規定 

2. 相互接続不良時の対応例 

 

 相互接続不良は、検証時と運用時に発生することが想定されます。検証時の相互接続不良時の

対応について、図 7-2-1 にイメージを示します。検証時の相互接続不良時には、要因分析を実

施の上、特定された要因に対して改修を行う流れとなります。 

 

 

図 7-2-1 相互接続不良時の対応（図 5-1-1 に加筆） 

 

 

 要因分析の例について、一般的な切り分け手法を整理します。 

 また、これは相互接続実現のための検証においても重要なポイントであり、本技術的手引のま

とめとして次ページに整理します。 
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 パラメータの確認 

・3GPPにおいて整合が必要と規定されるパラメータ 

表4-2-1、表4-2-2に記載する3GPPで整合が必要とされるパラメータが、適切に設定されて

いることを確認する。（詳細は第4章をご参照ください） 

・3GPPの規定上明確な指定がないもののコアの設定について考慮が必要なパラメータ 

表7-2-1に示す3点について、パラメータが適切に設定されていることを確認する。 

・共用構成をとる場合に考慮が必要なネットワークパラメータ 

機器を導入するネットワーク環境に合わせたパラメータ調整を行う。WAN回線を利用してロ

ーカル５Ｇネットワークを構築する場合は、MTU(Maximum Transmission Unit)のサイズ指

定に留意する。 

 

表 7-2-1 異ベンダー間の相互接続実現に考慮が必要となる項目（表 4-2-3 の再掲） 

項番 確認・改修対象 改修内容 

①  コア “InitialContextSetupRequest”メッセージ内の当該フ

ィールドを削除 

②  コア “PDUSessionEstablishmentAccept”メッセージ内へ当

該フィールドを追加 

③  コア “NASSecurityModeCommand”内の構成を V15.3 以降のシ

ーケンスに対応する措置を実施 

 

 

図7-2-2 留意すべきパラメータ設定の概要（図6-1-1の再掲） 

 

 受信レベルの確認 

・端末側で受信レベルを確認し、十分な電波強度で受信できているかどうかを確認する。 

・必要に応じて基地局のレベルダイヤの調整等を行い、無線区間の品質を充足させる。 

 

 ネットワーク構成の確認 

・ローカル５Ｇシステムを構築するにあたり、各機器間を繋ぐインターフェースでの疎通が

可能であることを確認する。（対象は主にN1、N2、N3、N4、N6） 

・U-Planeの通信を発生させ、仕様および設計どおりの性能が得られていることを確認する。 

 

 エラーメッセージ等の確認 

・各機器のログ情報より、相互接続の正常性を確認する。 

・各インターフェース間の接続パケットをキャプチャーし内容を確認する。 
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第 7章 相互接続不良時の対応・各種運用規定 

3. ユーザ・SIER・ベンダー等の運用・連携体制の在り方 

 

 マルチベンダー製品による相互接続を行う場合、障害の原因調査に時間を要することが課題と

して挙げられます。これにはいくつかの要因があり、以下が例として考えられます。 

・各ベンダーのサービスレベル（対応範囲や対応内容）が異なり、サービス時間や保守範囲 

 などのサービス内容に歪みが生じている 

・SIer における一次切り分けに時間を要する。一次切り分けをおこなうための情報が SIer に 

 不足している 

・障害の再現性検証をするための環境がない 等 

 

 こういった課題を顕在化させないために、①メーカ推奨の製品選定、②入念な相互接続検証、

③運用体制の構築を行う必要があります。これらが、実際の接続不良時の対応に紐づいてきま

す。 

 

 以下の図 7-3-1 には、ベンダー・SIer・ユーザの連携例を示します。これは一例となりますの

で、実際にはこういった例を参考に対応頂く形になりますが、ベンダー・SIer・ユーザが、連

携し合って対処していくことが、何より重要となります。 

 

 

図 7-3-1 ユーザ・SIer・ベンダー等の運用・連携体制の在り方（例） 

 


